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研究成果の概要（和文）：これまでに、ある地縁型地域において通所施設と互助の場の役割分担

の実態から高齢者の地域居住をサポートする施設や場の機能システムモデルを提示した。本研

究では、（1）報告回対象者の介護度進行による「施設の役割の経時変化」と（2）複数拠点化

による「施設群の利用圏と役割の分担」を明らかにし、それらの視点を加えて同モデルを改良

した。 
 
研究成果の概要（英文）：The previous study clarified the actual condition of reciprocal 
complementary division of roles between welfare facilities and reciprocal supporting places 
for the elderly. This paper clarifies the changes in the local living support environment 
brought about by the ageing of previous objective persons. Environmental transition such 
as institutionalization and shift of facilities were observed. According to this transition, 
decrease of the role of complementary supporting places was seen. There are two types of 
elements that indicate a turning point in respective environmental transitions. The four 
factors that enable the elderly to live in their own homes are suggested. 
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１．研究開始当初の背景 
 これまでにある地縁型コミュニティ地域
における通所施設と互助の場の相互補完的
な役割分担の実態を明らかにし、地域特性を
取り入れた高齢者の地域居住継続をサポー
トする施設や場の機能システムモデルを提
示した。しかし同調査開始から 3年が経過し、
対象者の経時変化と施設体系に変化が現れ
た。 
 
２．研究の目的 
 そこで、今回の研究目的は、（1）前回対象
者の介護度進行による「施設の役割の経時変

化」と（2）複数拠点化による「施設群の利
用圏と役割の分担」を明らかにし、それらの
視点を加えて同モデルを改良することであ
る。 
 
３．研究の方法 
 まず（1）対象者の加齢に伴う地域居住サ
ポート環境の変化に関する考察のため、①対
象者の加齢変化の概要、及び②対象者別の地
域居住サポート実態の把握を行う。これらを
もとに③対象者別の地域居住サポートモデ
ルの時系列比較を行い、対象者の加齢変化に
より、共助の施設と互助の場、即ち公的ケア
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とインフォーマルサポートの役割分担がど
のように変化したかを考察する。そしてこれ
らの変化をみる中で新たな視点として浮か
び上がった④環境移行時の転機と自助・地域
互助の限界、⑤地域居住の継続と環境移行に
ついて考察を加える。次に高齢者の環境移行
において重要な点と思われたサポートネッ
トワークのコーディネートの重要性につい
て考察を加える。最後に T町の高齢者の地域
居住サポート環境モデル化を行う。ここでは
既往研究の成果も交えて、T町に住み続ける
ことを可能としている要素をまとめ、地域居
住サポート環境モデルとして示す。 
（1）調査対象地域の概要 
 調査対象地域である広島県 F市 T町は瀬戸
内海に面した町である。鎌倉時代から始まる
漁師町であったと伝えられる。鎌倉後期には
海上交通の要所として栄えた。江戸時代には
港湾施設が整備され、現在でも神社仏閣が数
多く点在し、町家等の古い建物が数多く残る
町である。しかし近年では高齢化が進み、人
口4,702人に対して高齢化率は42.0％と全国
平均より極めて高い（2012年 3月時点）。さ
らに人口は減少傾向にあり、高齢化率は増加
傾向にある。一方、年に 12回程度、各種の
祭りが催されるため、町内会組織が維持され
ているほか日常的にも近所付合いが町中の
至る所で見かけられることから、比較的、地
縁関係がよく残っている地域である。さらに
街中の店舗内や外部空間等の共在の場（たま
り場）が点在している。前報文 1)により、それ
らの場が利用する住民の要介護化に伴って
互助の場へと変容したこと、それらの互助の
場と公的なケア施設の役割分担がみられる
ことが明らかになっている。従って、我が国
が目指す、自助・互助・共助・公助のバラン
スのとれた地域包括ケアがいち早く実現さ
れた地域として位置づけられる。 
（2）調査対象施設の概要 
 施設 Sは T町市街地に立地するグループホ
ーム（以下 GHと略す）、デイサービス（以下
DSと略す）、小規模多機能型居宅介護事業(以
下 SMと略す)を提供する施設である。介護保
険制度にて運営されている。施設 Sの建物は
既存の酢の醸造所を改修した棟と増築棟が
ある。前者において、GH、ショートステイ、
DSが、後者において SM1が提供されている。
同施設は 2004年 4月に GH（定員 9名）、DS(定
員 18名)及びショートステイを開始した。そ
して 2007年 4月より SM1（通い定員 15名、
宿泊定員 5名）も始めた。2009年 9月には隣
のＨ町に小規模多機能型居宅介護事業所
（SM2）を開設、さらに 2011年 4月に T町内
に小規模多機能型居宅介護事業所施設（SM3）
を開設した。 
 また今回 Bさんが利用を開始したデイケア
（以下 DCと略す）は T町から 5.5kmほど F

市中心部に向かったところに立地する施設
SSにて提供されている。デイケア定員は 50
名であり、デイサービス（定員 35名）と介
護老人保健施設（定員 80名）が併設されて
いる。 
（3）前回調査と今回調査の方法 
 前報文 1)において、事例考察の対象として、
調査対象地域内における共助と互助の場の
全体像を概観した上で、互助の場の中から施
設 Sの DS又は SM1を利用する要介護高齢者
も利用する２カ所と事例考察対象者 4名を選
定した。A、Bさんが施設 Sとお好焼店 Nを利
用する対象者で、C、Dさんが施設 Sと祠 E前
を利用する対象者である。前回調査では対象
者の施設 S利用日と非利用日における行動観
察調査（施設内及び地域内）を 2007年 6月
～2008年 3月にわたり断続的に行った。 
 以上の調査から、約 4年経過後、調査対象
者とその環境に変化が現れた。そこで、死去
された Dさんを除く Aさんから Cさんについ
て前回同様に施設利用日における施設内行
動観察調査、施設利用日以外の互助の場での
行動観察調査及び施設スタッフや家族等へ
の補足的ヒアリング調査を行った。対象者そ
れぞれに合わせた施設内及び地域地図と 1分
毎の行為・サポート内容を記録するシートを
用意し、対象者が自宅から出てきた時の様子
を常時、観察記録した。1人の対象者に対し
て施設利用日と非利用日の様子をそれぞれ
少なくとも 2回調査した。調査は 2011年 10
月～2012年 7月にわたり断続的に行った。ま
たアンケートは対象者属性について、ヒアリ
ングは適宜、施設スタッフ及び地域住民に行
い、対象者の生活行動・習慣等を把握した。 
 
 また（2）複数拠点化による「施設群の利
用圏と役割の分担」を明らかにするため、T
町地区内に新たに設置された複数の地域密
着型施設の利用実態（利用者属性、居住地区
等）をアンケート及びヒアリング調査した。
なお、T 町内で各施設が開設された順に
Phase1（SM1 のみの時期）、Phase2（SM1
及び 2 の時期）、Phase3（SM1、2、及び 3
の時期）とした。 
 
４．研究成果 
 
（1）対象者別地域居住サポート環境の変化
に関する考察 
 本章では対象者の加齢変化の概要及び対
象者別の地域居住サポート実態把握をもと
に地域居住サポート環境の変化について考
察する。 
①対象者の加齢変化の概要 
 前回調査対象者 4名の変化とそのサポート
環境の変化の概要は次の通りである。 
 まず Aさんは 2008年 2月に施設 Sの GHに



 

 

入居した。この間、要介護度は 2から 3、認
知症の程度はⅡaからⅡbに進行した。次に B
さんは 2009年 9月に自宅前の坂道にて転倒
し、大腿頸骨骨折のため入院した。退院後、
主治医と相談し、近郊のデイケア施設 SSに
利用変更した。この間、要介護度は 1から 4、
認知症の程度はⅡbからⅢaに進行した。そ
して Cさんの場合、Cさん自身には大きな変
化はなかったが、2011年 5月に SM3の新規開
設に伴って SM1から SM3に利用変更した。こ
の間、要介護度は 1のまま、認知症の程度は
ⅡaからⅡbに進行した。最後に Dさんは 2010
年 3月に S施設の DSから SM2に利用変更し
た。かつて SM2の立地する地区に住んでいた
ことがあるからという理由であった。その後、
2011年 2月に死去した。 
 以上、前回対象者の 4年後の環境変化とし
て、死亡（Dさん）の他に、生活拠点移動（施
設入居：Aさん）、利用施設変更（B,Cさん）
といった環境移行がみられた。 
②対象者別の地域居住サポート実態の把握 
 次に対象者別の地域居住サポート実態に
ついて把握する。まず A さんについてみる。
2008年 2月の GH入居後１ヶ月間にお好み焼
き店 N に行ったのはわずか 5 回であったが、
2.5ヶ月を過ぎた頃から再び 1日に 4回程度、
お好み焼き店 Nに自主的に通うこともみられ
るようになった。入居当初にお好み焼き店に
行かなかったのは腰痛とその鎮痛剤による
眠気のため横になっていることが多かった
からとされる。生活拠点が自宅から GHに移
動し、生活パターンが GHの生活ペースにお
およそ順応している様子がわかる。今回調査
ではスタッフに車いすを押してもらってお
好み焼き店 Nにいき、約 1時間滞在した。し
かし普段はさほど同店を訪れることもなく
なったという。つまり、Aさんは現在では自
力歩行が難しくなったため、入居当初のよう
に自主的にお好み焼き店に通うことができ
なくなっていた。 
 次に Bさんについてみる。施設内での様子
の変化として、施設内では歩行器を用いて歩
くようになり、自席からほとんど立たなくな
った。また DCでは送迎サービスを受けてい
るが、自宅に帰ってからも外を一人で出歩く
ことはなくなった。この理由は、視覚障害の
進行により一人での外出の危険度が増した
ので外出を控えるようになったためといわ
れる。ちなみに利用施設変更のきっかけとな
った転倒骨折も視覚障害が原因とされてい
る。そのため、お好み焼き店 Nにも行かなく
なり、Bさんの生活は自宅、DCと病院で完結
するようになった。 
 そして Cさんについてみる。今回調査では
祠 E周辺での滞在回数が減少している。今回
調査では、朝 8時頃と夕方 15時頃の 2回の
みとなっていた。また滞在場所をみると、前

回調査時は E1,E2など祠 Eに近い場所での滞
在がみられたが、今回調査では E4～E6など
祠 E からやや遠ざかった所に移動していた。 
③対象者別の地域居住サポートモデルの時
系列比較による施設と互助の場の役割分担
の変化に関する考察 
 次に対象者別の地域居住サポートモデル
について、前回調査分と今回調査分のものを
時系列比較することによって、施設と互助の
場の役割分担の変化について考察する。 
 まず Aさんは生活拠点が自宅から施設 Sの
GHに移動した。その結果、Aさんの生活空間
は、従前の自宅、施設 Sの DS、お好み焼き店
Nによる三極構造から、施設 Sの GH中心の一
極構造に変化した。注目すべき変化は、これ
まで地域互助の場として機能していたお好
み焼き店 Nの利用回数が減少したことである。
自宅居住時には、お好み焼き店 N は、食事、
居場所、社会的接触、見守りなど一人暮らし
の孤独や不安を満たしてくれる互助の場と
して機能しているものと考えられた。しかし、
GH入居により、それらの孤独感や不安がなく
なり、現在の Aさんにとって、お好み焼き店
Nは自宅での生活上重要な役割から、施設生
活での気晴らしや懐かしい場所などの付加
的役割に変化したと思われる。 
 次に Bさんは骨折入院により利用施設を変
更した。従前の施設 Sの SM1には歩いて通っ
ていたため、その道すがら、お好み焼き店 N
やスーパーに立ち寄っていた。しかし DCで
は送迎サービスを利用し、外出も控えるよう
になったため、生活空間が自宅と DCに二極
化した。従って、相対的に共助の場である DC
の役割が増したようにみえる。現在の Bさん
にとって DCは唯一の社会的接触の場であり、
その他に食事、入浴介助の場としての機能を
持つものと考えられるからである。但し、従
前の SM1の通所利用が週 6日で、訪問による
投薬管理も毎日であったのに比べて、施設変
更後は、DCは週 3日通所、訪問も週 4日に減
っており、共助ケア間での棲み分けもなされ
ている。一方で前回見られたお好み焼き店 N
の利用はなくなり、そこでの互助もなくなっ
た。 
 そして Cさんは SM3の新規開設により利用
施設を変更した。元々、入浴サービスだけの
施設利用のため利用時間も短く、利用施設変
更による大きな生活環境の変化はみられな
かった。また訪問回数の増加も大きな変化を
もたらしたとは言い難い。従って、Cさんの
場合、互助、共助の場の役割分担に大きな変
化はないものと思われる。 
 以上、施設入居や利用施設変更等の環境移
行に伴い、互助の場の生活上の重要性が減る
例がみられた。 
④環境移行時の転機と自助・地域互助の限界
に関する考察 



 

 

 以上の変化をみる中で新たな視点として
浮かび上がった環境移行時の転機と自助・地
域互助の限界について考察する。 
 まず Bさんの環境移行は Bさん自身の骨折
入院に起因している。従って、Bさんの場合、
Bさんの主体的要因によって生活環境移行の
転機が訪れたものとみることができる。一方、
Aさんが施設 Sの GHに入居した経緯は次の通
りである。当時、お好み焼き店 Nでの度々の
粗相等を見かねた近所の人が心配して、Aさ
んの息子（Aさんとは別居）に「このままで
いいんかね」と問い詰めた。その結果、Aさ
んの息子は当初 Aさんを別の老人ホームに入
居させることにした。これを知った施設 Sの
ケアマネージャが、たまたま空きの出た施設
Sの GHへ入居させることを提案し、同施設に
入居することになった。この事例では、Aさ
んの主体的要因（加齢変化及び認知症の進
行）により徐々に自宅居住が難しくなりつつ
あったが、ホーム入居の直接のきっかけは A
さん自身ではなく、Aさんの家族側（自助主
体）からという点に注目すべきであろう。つ
まり、転機には高齢者自身の主体的要因だけ
でなく、まわりの環境的要因に起因する場合
もあることがわかる。 
 次に Cさんには今のところ生活環境や地域
居住サポート環境に大きな変化はなかった
が、滞在場所が祠 Eから遠ざかるように、徐々
に集団から距離を置き始めていた。この理由
は定かではないが、Cさんを見守ってきた近
隣住民（地域互助主体）が、Cさんが祠等へ
の供物の饅頭等を度々勝手に持ち帰ること
を問題視していること等から、近隣住民との
関係の変化があるのではないかと思われる。
この事例からは、地域互助は地域住民間の関
係によっているものであり、その関係次第で
は互助がなくなることも危惧される点が示
唆される。一般に互助は互酬性というある種
の見返りを前提として成立しているとされ
る。しかし、ここでの互助は地域住民らの自
発的（ボランタリー）な意志に基づいている
ため、必ずしも互酬性が成立していない。な
おかつ地域互助主体には対象者に対する責
任がないため、互助の継続性は担保されてい
ない。上記の A,Cさんの事例は自助及び地域
互助には限界があることを示すと考えられ
る。 
 以上の事例から、環境移行における転機と
いう要素の存在が明らかになった。そして、
その転機には主体的要因（入院等）と環境的
要因（自助及び地域互助の限界等）があると
考えられる。 
⑤地域居住の継続と環境移行に関する考察 
 ところで一連の既往研究では地域居住を
継続することに価値を置いてきた。これは
「虚弱化したときに望む居住形態として自
宅に住み続けたい人が過半である」という高

齢社会白書の調査結果に基づいている。しか
しながら、Bさんの場合、骨折入院からの退
院を機に利用施設を変更した。住まいも従前
の公営住宅の 4階から階下の 1階に転居した。
これは Bさんが目が不自由で歩行も困難であ
るため、1階の方が生活しやすいであろうと
いう判断からであった。引っ越しに際しては
施設 Sスタッフが手伝う形で家の中にあった
長年の不要品を処分したため、家の中が片付
いた。この生活拠点の微変更及び利用施設変
更という環境移行の後、Bさんは以前より穏
やかな表情に変わったと施設 Sのケアマネー
ジャは言う。この事例から、地域居住を継続
することは必ずしもこれまでと全く同じ環
境にしがみつくことと同義ではないことに
注意すべきである点が示唆される。つまり、
地域居住環境が継続しうる範囲内で適切な
生活拠点やサポート環境に移行することも
重要である。また、その時期の見極めも肝心
であろう。 
 
（2）サポートネットワークのコーディネー
トの重要性に関する考察 
 本章では、以上の事例の調査検討において、
高齢者の環境移行において重要な点と思わ
れた、共助ケアと地域住民らによる互助をコ
ーディネートすることの重要性について考
察する。既往研究にて厳は対象地区において
施設 Sのケアマネージャが「隣人」としてイ
ンフォーマルな見守り活動を展開している
ことを指摘しているが、その他にも次の 2点
においてケアマネージャのコーディネート
活動の重要性が指摘できる。 
①独立的（スタンドアローン）な地域互助を
活かすため 
 前報文 1)にて T町では様々な互助の場がみ
られたことを報告したが、それらの間で情報
共有がないことが問題視される。例えば、お
好み焼き店 Nの店主娘の発言によると、「う
ちでは何となく見ているけど、Aさんが他の
ところに行っている時はどうかわからな
い。」つまり、地域住民らによる互助は独立
的（スタンドアローン）である。また（1）
④で述べたとおり地域互助は自発的（ボラン
タリー）なものでもある。従って、地域住民
らによる互助を有効に活かしていくには、こ
れらの点在する互助をつないでいき、一人一
人の高齢者に対するサポートネットワーク
とすることが必要であると考えられる。例え
ば、先に言及した施設 Sのケアマネージャ（社
会福祉士）がそのコーディネートをしている。
これは現行法規では地域包括支援センター
の業務に近い。しかし、一般に地域包括支援
センターは担当地域が広域であるなどの理
由により、なかなかそこまで手が回らないの
が実情である。また地域との接点をもつとい
う意味においても、施設スタッフがサポート



 

 

のコーディネート役を務めるメリットは大
きいものと思われる。前報文 1)でみられた共助
ケアと地域互助の相互補完性はサポートネ
ットワークがコーディネートされた結果で
もある。そのためのマネジメントとして、自
助主体、地域互助主体、および共助主体間の
日常的な連携関係の構築が重要と考えられ
る。 
②環境移行における転機への対応 
 Aさんの事例では、当初、隣町の施設への
入居を考えていた Aさんの息子にケアマネー
ジャが働きかけたことによって、結果的に A
さんは施設 Sの GHに入居できた。さもなけ
れば、Aさんは隣町の施設に入居し、これま
での地域生活環境とはかけ離れた施設での
生活を送ることになっていたであろう。この
事例では、Aさんの転機に対して適切なタイ
ミングでケアマネージャが働きかけること
によって、Aさんのこれまでの地域生活環境
の継続を可能とする施設 Sの GHに入居でき
た。このように、高齢者の環境移行時に地域
居住環境の継続性を断絶させないため、転機
への対応が重要と考えられる。 
 以上をまとめると、独立的かつ自発的な地
域互助を有効に活用するために、ケアマネー
ジャなど（共助主体）によるサポートが必要
と考えられる。また、これにより転機への対
応も可能となる。 
 
（3）T町の高齢者の地域居住サポート環境の
モデル化 
 本章では一連の既往研究結果と本稿で述
べた環境移行対応を交えて T町に住み続ける
ことを可能としている地域居住サポート環
境をモデル化してまとめ、その一般応用の可
能性について考察する。 
①T町の高齢者の地域居住サポート環境のモ
デル化 
 高齢者が T町に住み続けることを可能とし
ている地域居住サポート環境をモデル化し
た。以下にその要素についてまとめる。 
ア）様々な互助があること 
 前報で述べたとおり、T町では様々な地域
住民による互助がみられる。例えば、お好み
焼き店 Nは、かつて一人暮らしをしていた A
さんにとって食事提供の場のみならず、一人
暮らしの寂しさや不安を紛らわす居場所で
もあった。Aさんの具合が悪い時には店主ら
が夜間に Aさん宅を訪れて安否確認したとい
う。また祠 E前は長らく続く漁師達のたまり
場である。元漁師の Cさんはかつて朝 6時か
ら夕方 19時までの間、この祠周辺で過ごし
ていた。Cさんと祠 E前に集まる人々との会
話はほとんどなかったが、ここに集まる人々
は Cさんの行動パターンを熟知しており、「見
ていないふりをして見る」という見守りがみ
られた。 

イ）共在の場（たまり場）の形成と変化 
 前報文 1)で述べたとおり、T町の街中にはこ
のような共在の場（たまり場）がたくさんあ
る。互助の場は、元々、各対象者の生活環境
として定着した共在の場（たまり場）が、対
象者の虚弱・要介護化にともなって、互助の
役割も兼ねるように変質したものと考えら
れた。 
ウ）各高齢者のサポートネットワークのコー
ディネート 
 独立的かつ自発的な地域住民らによる互
助には限界もある。そこでこれらの互助を有
効に生かしていくには、点在する互助をつな
いでいき、一人一人の高齢者に対するサポー
トネットの網とすることが必要であると考
えられる。これにより環境移行時の転機への
対応も可能となる。 
エ）T町の市街地＝日常的な生活範囲＝徒歩
圏域内 
 一方、既往研究では、施設 Sの GHに入居
する入居者 6名において何らかの形で地域生
活環境との関係の継続が検証された。そして
地域生活環境との関係が継続する可能性の
高い参考条件として 600m程度の日常生活圏
域内での転居であることが考えられた。T町
の市街地は T町の人々の日常的な生活範囲で
あり、徒歩圏域の広さである。その市街地内
に認知症 GHが立地していることによって、
たとえホームに入居することになっても、住
み慣れた町に住み続けられる。 
 
②上記モデルの一般応用可能性に関する考
察 
 最後に上記モデルの一般応用可能性につ
いて考察する。結論からいえば、T町でみら
れた地域互助が他地域でも一般的にみられ
るとは考えにくい。なぜならば、上記が同時
にみられる他地域はほぼ存在しないからで
ある。特にイ）は T町固有のものと考えられ
る。但し、たとえ T町であっても今後も地域
互助が継続しうるかはわからない。住民の高
齢化の進展等により、現在の状況が変わる可
能性があるからである。 
 しかし、今後の地域包括ケア環境を考える
上での示唆もある。全国的に高齢独居者が増
加することを勘案すれば、住み慣れた自宅や
地域に住み続けることを可能とするための
サポートとして、イ）やウ）で述べたように、
地域互助を社会システムとして育成するこ
と、地域互助主体と共助主体との日常的連携
を構築することも必要と考えられる。さもな
ければ、高齢者自身やその家族（自助主体）
と共助主体にそのしわ寄せがくる。ここに自
助・互助・共助・公助を組み合わせた高齢者
福祉の制度設計と実際の地域の実態との乖
離があると思われる。 
 



 

 

（4）複数拠点化による施設群の利用圏と役
割の分担 
 今回調査対象地区は一中学校区内に小規
模多機能型施設が 3施設という高密度な配置
状態にある。本研究では地域福祉施設の複数
拠点化による施設群の利用圏域と役割分担
の実態を明らかにした。結論として、 
① Phase1、Phase2、Phase3と施設数が増え

るごとに平均通所距離は 648m、572m、
530mと減少した。即ち、利用圏域に縮小
がみられた。 

② もっとも近郊の施設以外の施設を利用
する「選択的利用者」も 7 名存在した。
その理由は、慣れているから、他の利用
者と仲がいいから、長期入所が可能な施
設だからなどであった。 

③ これにより、ショートステイ利用者は
SM3を利用するなど、施設間の機能的な
役割分担がなされているといえる。なお、
その理由として、3施設が同一法人によ
る運営である点も重要であろう。 

④ 上記の選択的利用者を除いた平均通所
距離は Phase1：572m、Phase2：489m、
Phase3：383mとなる。ここでは、Phase2
以降、一般的な徒歩圏域の理論値 500m
以内に収まっている。従って、複数拠点
化の効果として、平均的な通所距離が徒
歩圏内に収まることがあげられる。 

 
（5）まとめ 
 本報告では、前報文 1)の対象者の加齢変化に
伴う地域居住サポート環境の変化を把握し、
既往研究成果とあわせて T町の高齢者の地域
居住サポート環境モデルを提示した。その結
論は次のとおりである。 
①前回対象者の 4年後の経時変化として死亡
の他に施設入居、利用施設変更といった環境
移行がみられた。 
②施設入居や利用施設変更等の環境移行に
伴い、互助の場の生活上の重要性が減る例が
みられた。 
③環境移行における転機の存在が明らかに
なった。その転機には主体的要因（入院等）
と環境的要因（自助及び地域互助の限界等）
があると考えられる。 
④独立的かつ自発的な地域互助には限界も
あるため、これらを有効活用するためにケア
マネージャーなど（共助主体）によるサポー
トが必要と考えられる。これにより転機への
対応も可能となる。 
⑤最後に既往研究成果も交えて T町の地域居
住サポート環境をモデル化した。T町に住み
続けることを可能としている要素として、
様々な互助があること、共在の場（たまり場）
の形成と変化、各高齢者のサポートネットワ
ークのコーディネート、T町の市街地は日常
的な生活範囲であり徒歩圏域内であること

が挙げられる。 
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